
２．５％程度と見込まれています。

平 成 ２ ６ 年 度 事 業 計 画 書

Ⅰ 基 本 方 針

平 成 ２ ５ 年 度 の 我 が 国 経 済 は 、 経 済 財 政 政 策 の 効 果 か ら 消 費 等 の 内 需 を

中心として景気回復の動きが広がり、加えて、企業収益の拡大から雇用・所得

環 境 の 改 善 に よ り 、 国 内 総 生 産 の 実 質 成 長 率 は ２ ． ６ ％ 程 度 、 名 目 成 長 率 は

シルバー人材センター事業の一層の充実を図ることが求められています。

新 規 受 注 の 先 行 き 不 透 明 感 は な お 残 る 状 況 と な っ て お り ま す 。

一 方 、 平 成 ２ ６ 年 度 の 国 の 経 済 見 通 し に お い て は 、 消 費 税 率 引 上 げ に 伴 う

駆け込み需要の反動減が懸念される中で、持続的な経済成長につなげていく

ための「日本再興戦略」の実行により、国内総生産の実質成長率は１．４％程度、

名目成長率は３．３％程度と見込みながらも、金融資本市場の動向やアジアの

新 興 国 等 の 動 向 、 電 力 供 給 の 制 約 等 に 留 意 す る 必 要 が あ り 、 引 き 続 き

シルバー人材センターを取り巻く環境は厳しさを拭えず、特に民間事業所からの

また、高年齢者の労働環境は、団塊の世代が順次６５歳に到達し、公的年金の

支給開始年齢が６５歳となる中で、年齢にかかわらず自立して共に社会参加し、

支 え あ う 「 共 生 社 会 」 を 実 現 し て い く た め に 、 地 域 社 会 の 活 性 化 の 一 翼 を 担 う

本事業計画を積極的に推進してまいります。

これらを踏まえ、平成２５年３月に定めた中・長期基本計画の「後期実施計画」

の ２ 年 目 に 当 た る 平 成 ２ ６ 年 度 は 、 引 き 続 き 契 約 金 額 及 び 受 託 件 数 が

増 加 傾 向 を 示 し て い る 「 個 人 ・ 家 庭 」 を 中 心 と し た 「 受 注 の 拡 大 」 を 念 頭 に

「 会 員 の 増 強 」 を 両 輪 と し て 、 「 自 主 ・ 自 立 、 共 働 ・ 共 助 」 の 基 本 理 念 の 下 、

会 員 、 役 員 等 が 一 体 と な っ た 効 果 的 な 活 動 に よ り 、 「 組 織 体 制 の 充 実 」 を

図るため、社会的意義のアピールに努めてまいります。

さ ら に 、 今 後 も 公 益 社 団 法 人 と し て 地 域 に 密 着 し た 事 業 を 着 実 に 展 開 し 、

顧 客 サ ー ビ ス の 向 上 を と お し て 、 市 民 の 方 々 に 喜 ば れ る サ ポ ー タ ー と し て の

社 会 的 使 命 を 果 た す た め 、 ガ バ ナ ン ス （ 組 織 統 治 ） の 強 化 と コ ン プ ラ イ ア ン ス

（ 法 令 遵 守 ） の 徹 底 を 図 る と と も に 、 厚 木 市 な ど 関 係 機 関 と 連 携 を 深 め
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　　１ 計 画 の 視 点

　　２ 事 業 計 画 目 標

　　 （１） 会 員 の 増 強

　　 （２） 受 注 の 拡 大

　　 （３） 組 織 体 制 の 充 実

　　 （４） 安 全 就 業 の 徹 底

　　 （５） 財 政 基 盤 の 確 立

確 保 し 、 生 き が い の 充 実 、 福 祉 の 増 進 並 び に 社 会 参 加 の 推 進 を 図 り

地 域 社 会 づ く り に 貢 献 す る た め 、 後 期 実 施 計 画 ２ 年 目 の 平 成 ２ ６ 年 度 の

　　 （１） 契 約 金 額 ３ 億 ９ ５ ０ ０ 万 円

　　 （２） 会 員 数 １ ２ ０ ０ 人

Ⅱ 平 成 ２ ６ 年 度 実 施 計 画

健 康 で 働 く 意 欲 の あ る 定 年 退 職 者 等 の 高 年 齢 者 の 希 望 に 応 じ た

臨 時 的 か つ 短 期 的 な 就 業 又 は そ の 他 の 軽 易 な 業 務 に 係 る 就 業 機 会 を

　　 （２） 女性会員の募集強化のための新たな組織等の検討

目標達成に向けて、次の事業に取り組むものとします。

　　１ 会 員 の 増 強

多様化する発注者ニーズに的確に対応するため、地域の需給のバランスを

考慮しながら、主に個人・家庭の職種に従事する会員を中心に募集するため、

役員、会員等の口コミによる勧誘や各種広報媒体を活用し、会員の増強に

景気の穏やかな回復に未だ不透明感が残り、センターの受注量に影響を

努めます。

　　 （１） ホームページ、会報、リーフレット等広報媒体を活用した会員募集

　　 （３） 会 員 の 資 質 向 上 の た め の 研 修 会 の 開 催 （ 接 遇 研 修 会 ）

　　２ 受 注 の 拡 大

及 ぼ し て い る 中 で 、 主 に 個 人 ・ 家 庭 か ら 植 木 剪 定 、 除 草 、 家 事 援 助 等 の

新 規 受 注 を 図 る た め 、 役 員 、 会 員 等 に よ る 効 果 的 な 普 及 啓 発 活 動 等 を

展開し、受注の拡大に努めます。
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（ 管 理 班 、 公 民 館 管 理 班 、 家 事 援 助 班 、 植 木 班 、 除 草 班 、 襖 班 ）

　　 （５）

　　 （４） 新 規 受 託 事 業 の 就 業 開 拓

　　 （１） ホ ー ム ペ ー ジ 、 会 報 、 チ ラ シ 等 広 報 媒 体 を 活 用 し た 受 注 拡 大

　　 （２） 役 員 、 会 員 に よ る 就 業 開 拓

（役員による民間企業等への定期訪問、会員の経歴を活用した受注拡大）

　　 （３） 高 齢 化 社 会に 対応 し た 受注 活動 （高 齢者 世帯 等の 生活 支援 の展 開）

　　 （６） 一般労働者派遣事業の推進

　　３ 組 織 体 制 の 充 実

連 携 強 化 を 図 り ま す 。

しながら、組織体制の充実を図ります。

　　 （５） 新 規 独 自 事 業 の 開 拓 推 進

公益目的事業を着実に実行し、推進するため、顧客満足度の向上を視野に

発 注 者 か ら の 業 務 に 迅 速 、 柔 軟 に 対 応 で き る よ う 、 就 業 体 制 を 整 備

また、会員の主体的な活動により、センターの事業運営や組織運営への

参 画 を 推 進 す る た め 、 「 各 委 員 会 」 、 「 地 域 班 」 及 び 「 職 種 班 」 の 各 組 織 の

　　 （２） 会 員 情 報 の 整 備 （ 会 員 登 録 情 報 の 高 度 化 の 検 討 ）

　　 （４） 「 職 種 班 」 組 織 の 充 実

　　 （１） 会 員 参 画 に よ る 組 織 運 営 の 推 進 （ 委 員 会 間 の 連 携 ）

　　 （３） 「 地 域 班 」 活 動 の 充 実

（ 役 割 の 徹 底 （ 班 会 議 の 自 主 運 営 、 独 自 活 動 の 充 実 ） 、 繁 忙 期 の

就 業 体 制 の整 備）

　　 （10） 職員の各種研修、講習会への派遣

公 益 目 的 事 業 の 推 進

（ 組 織 統 治 と 法 令 遵 守 、 地 域 貢 献 活 動 の 推 進 ）

　　 （６） 適正就業の推進

（ 仕 事 配 分 基 準 の 推 進 、 就 業 相 談 日 の 実 施 、 受 注 情 報 の 提 供 ）

　　 （７） 会 員 の 技 術 、 技 能 向 上 の た め の 講 習 会 の 開 催 （ 植 木 剪 定 講 習 会 等 ）

　　 （８） 職業紹介事業の推進（雇用形態）

　　 （９） 事務事業の合理化、省力化（情報共有化の推進）

（全国ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ事業協会、神奈川県ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ連合会主催等）
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（就業先マニュアルの整備）

安 全 就 業 基 準 の 推 進

確 立 を 図 り ま す 。

　　 （１）

　　 （３） 「安全・適正就業強化月間」の設定と関連事業の実施

　　４ 安 全 就 業 の 徹 底

地域のセーフティネット（安全網）の役割を果たすため、会員の傷害事故

及 び 賠 償 事 故 の 「 事 故 ゼ ロ 」 の 実 現 に 向 け て 、 安 全 就 業 に 係 る 指 導 や

安全・適正就業のための制度の検討

安全パトロールの強化により、会員の安全意識の高揚をとおして安全就業の

徹 底 を 図 り ま す 。

　　 （２）

（交通安全講習会、応急処置講習会等）

　　イ 会員による安全パトロールの強化

（ペナルティ制度及び賠償事故による会員自己負担額）

　　ア 安全指導のための講習会の開催

　　５ 財 政 基 盤 の 確 立

国 内 外 の 諸 般 の 状 況 に よ る 景 気 回 復 の 兆 し が 不 透 明 な 状 況 に よ り 、

　　 （２） 人 件 費 の 抑 制

　　ウ 健康診断受診や体力測定等実施の啓発

セ ン タ ー を 取 り 巻 く 環 境 は 厳 し さ を 拭 え な い 中 で 、 「 自 主 ・ 自 立 」 に よ る

安 定 し た 健 全 経 営 の た め 、 経 常 経 費 の 削 減 に よ る 合 理 的 な 事 業 運 営

と と も に 、 厚 木 市 等 の 施 策 に よ る 受 注 額 の 増 大 を と お し て 、 財 政 基 盤 の

　　 （１） 補 助 金 の 確 保

（厚木市等との連携強化による継続業務の増強等）

受 注 額 増 大 の 推 進

　　 （３） 経常経費の削減

　　 （４）
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　　 （１） ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 等 の 実 施

　　６ そ の 他

普 及 啓 発 促 進 月 間 で あ る １ ０ 月 第 ３ 日 曜 日 （ 基 準 日 ） の

「シルバーの日」に、センターの認知度を高め社会的意義をアピールする

　　ア 「 一 日 奉 仕 の 日 」

長 年 、 地 域 社 会 か ら の 恩 恵 に よ り 、 セ ン タ ー の 事 業 運 営 が 円 滑 に

展 開 で き て い る こ と に 感 謝 す る た め 、 「 一 日 奉 仕 の 日 」 に 除 草 ・ 清 掃

作 業 を 実 施 し ま す 。

実 施 日 平成２６年７月２６日（土）

場 所 厚木中央公園

　　イ 「 事 業 普 及 啓 発 促 進 月 間 」 の 設 定 と 関 連 事 業 の 実 施

ため、公共施設の除草、清掃やリーフレットの配付等を実施します。

　　 （２） 個 人 情 報 の 保 護

会 員 や 発 注 者 等 に 関 す る 個 人 情 報 に つ い て 、 個 人 情 報 保 護 規 程 に

　　 （３） 情 報 公 開 の 充 実 （ ホ ー ム ペ ー ジ ）

発信源として、会報誌「年輪」を年３回発行します。

　　 （５） 独 自 事 業 の 実 施

基 づ き 、 適 正 に 取 り 扱 う な ど 法 令 遵 守 の 徹 底 を 図 り ま す 。

センターの保有する情報の公開を目的に開設しているホームページに

ついて、利用者の利便性を考慮に内容の充実を図ります。

　　 （４） 会 報 誌 の 発 行

センターの事業運営の状況や会員の就業内容の紹介など最新情報の

近 隣 シ ル バ ー 人 材 セ ン タ ー や 先 進 都 市 シ ル バ ー 人 材 セ ン タ ー と

連携を深め、センター事業に係る情報の収集により、 効果 的、 効率 的な

事業運営を推進します。

センターの普及啓発活動の一環として事業展開している「正月用しめ縄

飾り製作・販売事業」、「刃物とぎ事業」、「火災警報器取付販売事業」を

実施します。

　　 （６） 調 査 研 究 の 実 施
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